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 医療機関ネットワーク事業 2022年度病院長会議 議事要旨 

 

１．日時：令和４年 11月 17日(木) 14：00～16：00 

 

２．場所：中央合同庁舎４号館 共用第２特別会議室（オンライン併用） 

 

３．出席者 

 ＜参画病院＞ 

医療法人渓仁会手稲渓仁会病院、公益財団法人星総合病院、千葉大学医学部附属病院、国立研

究開発法人国立成育医療研究センター、日本赤十字社東京都支部大森赤十字病院、順天堂大学

医学部附属練馬病院、国家公務員共済組合連合会虎の門病院、地方独立行政法人東京都立病院

機構東京都立小児総合医療センター、国立大学法人富山大学附属病院、国立大学法人山梨大学

医学部附属病院、長野県厚生農業協同組合連合会佐久総合病院、社会医療法人財団慈泉会相澤

病院、社会福祉法人恩賜財団済生会滋賀県病院、日本赤十字社長浜赤十字病院、日本赤十字社

京都第二赤十字病院、社会医療法人協和会加納総合病院、地方独立行政法人堺市立病院機構堺

市立総合医療センター、地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪急性期・総合医療センター、

県立広島病院、徳島県立中央病院、国立大学法人佐賀大学医学部附属病院 

 

＜消費者庁＞ 

政策立案総括審議官 片岡進、消費者安全課長 大森崇利、消費者安全課企画官 松井章房、

消費者安全課事故調査室長 池田正慶、消費者安全課総括課長補佐 北島孝紀（司会）、消費者

安全課政策企画専門官 尾崎裕子（司会）、消費者安全課政策企画専門官 岩本由有 

 ＜独立行政法人国民生活センター＞ 

理事 川口徳子、商品テスト部長 菱田和己 

 

４．議事 

・医療機関ネットワーク事業の報告及び取組について 

・その他連絡事項 

 ・意見交換 

 ・第６期事業の公募スケジュールについて 

  

５．議事概要 

（１）片岡政策立案総括審議官挨拶 

 

（２）医療機関ネットワーク事業の報告及び取組について 

【事業報告】 

大森消費者安全課長より、主に次のとおり報告した。 

・第５期（2020 年度以降）事業では、2022年 10月までに消費者庁、国民生活センター合わせ

た 30 件の報道発表において、事業での提供事例を 130 件活用。ほかに、消費者庁の「子ど

も安全メール」、マンスリーレポート、国民生活センターの「くらしの危険」、「見守り新鮮

情報」等でも約 900件の事例を活用。 

【最近の取組】 
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大森消費者安全課長より、消費者庁の取組について報告。 

・消費者庁における活用事例として、関係府省庁と連携し、2022 年７月に実施した子どもの

事故防止週間での子どもの転落事故の注意喚起について報告。ほかに、幼児乗せ自転車の転

倒事故や、餅や豆などの窒息等の時節に合わせて発信した注意喚起や子ども安全メール等の

情報について報告。また、2022年 11月の高吸水性樹脂ボールの消費生活用製品法の重大製

品事故公表についても報告。本件は、医療機関から寄せられた情報を基に関係機関が動いた

ことによって、事業者がリコールを実施するに至った経緯があったことを紹介。 

菱田国民生活センター商品テスト部長より、国民生活センターの取組について報告。 

・事故情報の活用例として、2022 年９月のネオジム磁石製マグネットセットの誤飲事故の再

注意喚起や、2022年 10 月の折りたたみ式踏み台での指挟み事故の注意喚起を紹介。この注

意喚起では、インターネットショッピングモール運営事業者にも協力を要請し、対応された

ところもある。 

池田事故調査室長より、消費者安全調査委員会の取組について報告。 

・消費者安全調査委員会の設置・経緯や設立後 10 年の主な活動実績、調査の流れ等について

紹介。事故情報の活用例として、2022 年３月のマグネットセットによる子どもの誤飲事故

報告書について説明。また、消費者安全調査委員会における本事業での情報収集の意義を説

明し、情報提供への協力を依頼。 

 

（３）その他連絡事項 

【事業の周知啓発の取組について】 

大森消費者安全課長より、事業の周知啓発の取組について報告。 

 ・前回会議での要望を受け、啓発グッズを作成し、情報提供への協力患者へ配布し、事業の

周知を図る取組の試行計画を説明。また、事業紹介のデジタルサイネージ用コンテンツを作

成、提供し、院内ロビー等で視聴、認知度向上につなげる取組の予定についても説明し、協

力を依頼。 

【第６期事業の変更点】 

菱田国民生活センター商品テスト部長より、第６期事業における主な変更点について報告。 

 ・報酬体系やデータベースのクラウド化に伴う情報登録方法の変更について説明。 

 

（４）意見交換 

出席者から次のような意見・要望を受けて議論した。 

【情報収集】 

・救急や外来で該当事例があった場合、報告している。コロナ患者の割合が非常に大きくなっ

ているため、報告できる事例も例年よりも減少している。 

・該当事例につき、翌日または翌々日に状況を確認してから患者の同意取得を行うというとこ

ろで、業務が難しい。 

・患者の同意取得を紙ベースで行うのが難しい。 

・貴重な症例はなるべくピックアップして報告しているが、スピード感ではどうしても遅れが

生じている。 

・救急部、外来診療部の看護師が直接患者同意を得て報告する形を採っている。 

・コロナの影響で医事課が患者に当日接触を控えることとなり、後日郵送での同意取得に業務

シフトしている。郵送ではなかなか同意を得るのが難しく、事前に電話説明を行っている。 
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【情報発信・活用】 

・様々な事故情報を地域の幼稚園、保育園へメールで毎週発信。消費者庁や国民生活センター

の注意喚起資料も活用。配信先からは非常に役立っているとの報告を受けている。消費者庁

や国民生活センターの発信情報が少しでも広く行き渡るように努めている。 

・参画機関全体のデータベースが公開されることが望ましい。そこから具体的な予防策を一緒

に考え、検証し、さらに症例のモニタリングにつながるため、検討いただきたい。 

・ウェブに掲載されている注意喚起事例のテーマなど、現在と過去を比較して改善されている

かなど、データ分析してはどうか。 

【事業の意義】 

・最近、世間的には小児の墜落事故等が話題になっているが、予防策等でこの事業は重要。 

・この事業があることによって、世間にすぐ情報が伝わるという点でとても重要。 

・救急の現場で商品が起因しているのではないかと思われる危険なものについて、直接訴える

ことができるため、参画には意義を感じている。 

・注意喚起が行われた磁石の誤飲については、事業に参画していて事前に情報を得ていたこと

から、同一症例で迅速に的確な診断ができた。 

・以前と比べ、本事業にかなり小児科が参画するようになり、子どもの事故情報が多く入るよ

うになったと感じる。 

【院内体制・協力及びバックアップ】 

・病院全体としては事業の意義が今一つ理解されていないため、国から病院に対してお褒めの

言葉があるとやる気になる。 

・科内でも担当医師が変わっていく中、このような取り組みを行っていることを引き続き周知

していきたい。 

・マンスリーレポートは院内のイントラネットに毎回掲載し、院内周知に努めている。 

・担当科の医師はこの事業を理解しており、全員が報告、追加の聞き取り調査にも対応できる

ような体制にしている。 

・水で膨らむボールの症例などが消費者庁から啓発しリコールにつながったという報告があ

るとモチベーションにつながる。 

・地域の小児科医が集まる研究会、学会などでこの事業や取組を紹介したい。 

・院内のモチベーションを上げるのが難しく、メンバーを増やすことが課題。 

・個別同意を取る体制がコロナ禍で混乱したこともあり、機能していなかったが、今後整え直

していきたい。 

・院内でこの事業の成果を共有できるようにしていきたい。 

【新システム】 

・データベースのクラウド化は歓迎。院内体制の整理はしなくてはならない。 

・これまで入力に手間がかかっており負担になっていたが、クラウドシステムになった際に

どういう工夫ができるのか興味深い。 

・救急外来で医師がスマホで QR コードから入って一報を現場で入力できるなど、ひとまず

入力できるように敷居を下げてもらうと報告しやすくなる。 

・クラウドシステムで情報登録が変わるが、登録の仕方が簡素化されることは大事。また項

目数がたくさんあると大変なので、検討していただきたい。 

・これまでリアルタイムでなかなか入力できなかったので、システム変更によりウェブフォ

ームで入力できることに期待。 
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（５）第６期事業の公募スケジュールについて 

菱田国民生活センター商品テスト部長より、第６期事業の公募スケジュールについて報告。 

 

（６）川口理事挨拶 

以上 


